
仙台市移動支援事業等利用助成事業の実施に関する要綱 

（平成１８年９月２９日 健康福祉局長決裁） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，移動支援事業，移動支援（大学修学支援）事業，訪問入浴サービス事業，日中一時

支援事業（以下「移動支援事業等」という。）を利用する者に対し，本市が，障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第３項

に規定する，障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業として，移動支援事業

等の利用に係る費用の一部を助成する事業を実施することに関し，必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

（１）障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身体障害者（以下「身

体障害者」という。），知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者（以下「知

的障害者」という。）のうち１８歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年法律第１２３号）第５条に規定する精神障害者（発達障害者支援法（平成１６年法律第１

６７号）第２条第２項に規定する発達障害者を含み，知的障害者を除く。以下「精神障害者」とい

う。）のうち１８歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって

政令で定めるものによる障害の程度が主務大臣が定める程度である者であって１８歳以上であるも

のをいう。 

（２）障害児 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条第２項に規定する障害児をいう。 

（３）保護者 児童福祉法第６条に規定する保護者をいう。 

（４）介護給付費等 法第１９条第１項に規定する介護給付費等をいう。 

（５）移動支援事業 社会福祉法人，公益法人，特定非営利活動法人等の団体（以下「社会福祉法人等」

という。）が，別表第１に定める対象者に対し，同表に定める内容で実施する事業であって，平成１

８年８月１日障発０８０１００２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「地域生活支援

事業等の実施について」の別紙１「地域生活支援事業実施要綱」（以下「地域生活支援事業実施要綱」

という。）別記１－９に掲げる移動支援事業と同様の事業であると市長が認める事業をいう。 

（６）移動支援（大学修学支援）事業 社会福祉法人等が，別表第１に定める対象者に対し，同表に定

める内容で実施する事業であって，平成１８年８月１日障発０８０１００２号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部長通知「地域生活支援事業の実施について」の別紙２「地域生活支援促進事業

実施要綱」（以下「地域生活支援促進事業実施要綱」という。）別記２－２４に掲げる重度訪問介護

利用者の大学修学支援事業をいう。 

（７）訪問入浴サービス事業 社会福祉法人等が，別表第１に定める対象者に対し，同表に定める内容

で実施する事業であって，地域生活支援事業実施要綱別記１－１１に掲げる訪問入浴サービス事業

と同様の事業であると市長が認める事業をいう。 

（８）日中一時支援事業 社会福祉法人等が，別表第１に定める対象者に対し，同表に定める内容で実

施する事業であって，地域生活支援事業実施要綱別記１－１１に掲げる日中一時支援事業と同様の

事業であると市長が認める事業をいう。 

 

 （利用決定） 

第３条 この助成金の交付を受けようとする障害者又は障害児の保護者は，あらかじめ，この助成金を支

給する旨の市長の決定（以下「利用決定」という。）を受けるものとする。 

２ 利用決定を受けることができる者は，移動支援事業等の事業の種類ごとに別表第１に定める対象者で

あって，その居住地が本市の区域内にある障害者又は障害児の保護者とする。ただし，障害者又は障害

児の保護者が居住地を有しないとき，又は明らかでないときは，その現在地が本市の区域内にある障害



者又は障害児の保護者に限り，利用決定を受けることができるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，法第２９条第１項若しくは第３０条第１項の規定により介護給付費等の支

給を受けて又は知的障害者福祉法第１５条の４の規定により入居の措置が採られて共同生活援助を行う

住居（以下「共同生活住居」という。）に入居している障害者について，その者が共同生活住居への入居

前に有した居住地（継続して２以上の共同生活住居に入居している障害者については，最初に入居した

共同生活住居への入居前に有した居住地）が本市の区域内にある場合には，当該障害者は，利用決定を

受けることができるものとする。 

４ 利用決定を受けようとする障害者又は障害児の保護者は，仙台市移動支援事業等利用助成申請書（様

式第１号）により，市長に申請をするものとする。 

５ 市長は，前項の申請があったときは，次の各号に掲げる事項を勘案して利用決定の要否を決定するも

のとする。この場合において，利用決定の要否を決定するために必要があると認めるときは，市長は，

当該職員をして，当該申請に係る障害者又は障害児の保護者に面接をさせ，次の各号に掲げる事項につ

いて調査をさせることができる。 

（１）当該申請に係る障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）の障害の種類及び程度その他の心

身の状況 

 （２）当該申請に係る障害者等の介護を行う者の状況 

 （３）当該申請に係る障害者等に関する介護給付費等の受給の状況 

 （４）当該申請に係る障害児が現に児童福祉法第４３条に規定する児童発達支援センターを利用してい

る場合には，その利用の状況 

（５）当該申請に係る障害者が現に介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による保険給付に係

る居宅サービス（同法第８条第１項に規定する居宅サービスをいい，同条第２項に規定する訪問介

護，同条第３項に規定する訪問入浴介護，同条第７項に規定する通所介護及び同条第９項に規定す

る短期入所生活介護に限る。）を利用している場合には，その利用の状況 

 （６）当該申請に係る障害者等に関する保健医療サービス又は福祉サービス（前３号に掲げるものに係

るものを除く。）の利用の状況 

 （７）当該申請に係る障害者等又は障害児の保護者の移動支援事業等の利用に関する意向の具体的内容 

 （８）当該申請に係る障害者等の置かれている環境 

６ 第４項の規定にかかわらず，訪問入浴サービス事業に係る利用決定を受けようとする障害者又は障害

児の保護者は，その者が訪問入浴サービス事業の提供を受けようとする事業者に依頼をして前項の申請

を代行させることができる。この場合において，申請を代行した訪問入浴サービス事業を行う事業者が，

当該申請の際，前項各号に掲げる事項につき当該事業者が調査をした結果を記載した書面を提出し，市

長が当該調査の結果を適切と認めるときは，前項の規定にかかわらず，市長は，当該事業者の調査の結

果を勘案して利用決定の要否を決定することができる。 

７ 市長は，利用決定を行う場合には，移動支援事業等により提供されるサービスの種類ごとに１月間に

おいて助成金を支給するサービスの量（以下「支給量」という。）を定めるものとする。 

８ 市長は，利用決定を行ったときは，当該利用決定を受けた障害者又は障害児の保護者（以下「利用決

定障害者等」という。）に対し，次の表に掲げる移動支援事業等により提供されるサービスの種類の区分

に応じ，同表に掲げる通知書を交付するものとする。 

移動支援事業等により提供 

されるサービスの種類の区分 
通  知  書  の  区  分 

移動支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成決定通知書（移動支援） 様式第２号 

移動支援（大学修学支援）事業 仙台市移動支援事業等利用助成決定通知書（移動支援（大学修学支援）） 様式第３号 

訪問入浴サービス事業 仙台市移動支援事業等利用助成決定通知書（訪問入浴） 様式第４号 

日中一時支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成決定通知書（日中一時支援） 様式第５号 

９ 市長は，利用決定を行わないこととしたときは，当該申請に係る障害者又は障害児の保護者に対し，

次の表に掲げる移動支援事業等により提供されるサービスの種類の区分に応じ，同表に掲げる通知書に



より，申請を却下する旨の通知をするものとする。 

移動支援事業等により提供 

されるサービスの種類の区分 
通  知  書  の  区  分 

移動支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成申請却下決定通知書（移動支援） 様式第６号 

移動支援（大学修学支援）事業 仙台市移動支援事業等利用助成申請却下決定通知書（移動支援（大学修学支援）） 様式第７号 

訪問入浴サービス事業 仙台市移動支援事業等利用助成申請却下決定通知書（訪問入浴） 様式第８号 

日中一時支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成申請却下決定通知書（日中一時支援） 様式第９号 

 

 （利用決定の有効期間） 

第４条 利用決定は，当該決定をした日から当該日が属する月の末日までの期間と１月間から１２月間の

間で月を単位として利用決定障害者等ごとに定める期間を合算して得た期間内に限り，その効力を有す

るものとする。 

 

 （利用決定の変更） 

第５条 利用決定障害者等は，現に受けている利用決定に係る支給量を変更する必要があるときは，仙台

市移動支援事業等利用助成決定変更申請書（様式第１０号）により，市長に対し，当該利用決定の変更

の申請をすることができる。 

２ 市長は，前項の申請により，第３条第５項各号に掲げる事項を勘案し，利用決定障害者等につき，必

要があると認めるときは，利用決定の変更の決定（次項において「変更決定」という。）を行うことがで

きる。 

３ 第３条第５項後段の規定は，変更決定の要否を決定する場合について準用する。 

４ 市長は，変更決定を行ったときは，当該変更決定を受けた利用決定障害者等に対し，次の表に掲げる

移動支援事業等により提供されるサービスの種類の区分に応じ，同表に掲げる通知書を交付するものと

する。 

移動支援事業等により提供 

されるサービスの種類の区分 
通  知  書  の  区  分 

移動支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更決定通知書（移動支援） 様式第１１号 

移動支援（大学修学支援）事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更決定通知書（移動支援（大学修学支援）） 様式第１２号 

訪問入浴サービス事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更決定通知書（訪問入浴） 様式第１３号 

日中一時支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更決定通知書（日中一時支援） 様式第１４号 

５ 市長は，変更決定を行わないこととしたときは，当該申請に係る利用決定障害者等に対し，次の表に

掲げる移動支援事業等により提供されるサービスの種類の区分に応じ，同表に掲げる通知書により，申

請を却下する旨の通知をするものとする。 

移動支援事業等により提供 

されるサービスの種類の区分 
通  知  書  の  区  分 

移動支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更申請却下決定通知書（移動支援） 様式第１５号 

移動支援（大学修学支援）事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更申請却下決定通知書（移動支援（大学修学支援）） 様式第１６号 

訪問入浴サービス事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更申請却下決定通知書（訪問入浴） 様式第１７号 

日中一時支援事業 仙台市移動支援事業等利用助成変更申請却下決定通知書（日中一時支援） 様式第１８号 

 

 （報告等） 

第６条 市長は，必要があると認めるときは，利用決定障害者等に対し，当該利用決定（当該利用決定障

害者等について前条第２項に規定する変更決定を行った場合は，当該変更決定を含む。）を行った以後の

第３条第５項各号に掲げる事項の変化の状況等につき，報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは

提示を求め，又は当該職員に調査をさせることができる。 

 



 （利用決定の取り消し） 

第７条 市長は，次に掲げる場合には，利用決定の一部又は全部を取り消すことができる。 

 （１）利用決定に係る障害者等が，移動支援事業等により提供されるサービスを受ける必要がなくなっ

たと認めるとき 

 （２）利用決定障害者等が，第４条の規定による利用決定の有効期間（以下「利用決定期間」という。）

内に，本市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき（利用決定に係る障害者

が，共同生活住居に入居することにより本市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認

めるときを除く。） 

 （３）利用決定に係る障害者等又は障害児の保護者が，正当な理由なしに，第３条第６項（第５条第３

項において準用する場合を含む。）の規定による調査に応じないとき 

（４）利用決定障害者等が，第３条第４項の規定又は第５条第１項の規定による申請に関し虚偽の申請

をしたとき 

２ 市長は，前項の規定に基づき利用決定の取消しを行ったときは，様式第１９号「利用決定取消通知書」

により利用決定障害者等に通知し，当該取消しに係る部分に関し，既に第１０条第１項に規定する助成

金が支給されているときは，期限を定めて，その全部又は一部の返還を命じるものとする。 

 

（申請内容の変更の届出） 

第８条 利用決定障害者等は，利用決定期間内において，次に掲げる事項を変更したときは，様式第２０

号「申請内容変更届出書」により，速やかに市長に当該事項を届け出なければならない。ただし，利用

決定障害者の本市域を越える居住地変更以外の事由のみの場合には，任意の様式により届出することが

できるものとする。 

 （１）利用決定障害者等の氏名，居住地，生年月日及び連絡先 

 （２）その他市長が必要と認める事項 

 

（利用決定通知書の再交付） 

第９条 市長は，利用決定通知書（第３条第８項に規定する通知書をいう。以下同じ。）を破り，汚し，又

は失った利用決定障害者等から，利用決定期間内において，利用決定通知書の再交付の申請があったと

きは，利用決定通知書を再交付するものとする。 

 

（助成金）  

第１０条 市長は，利用決定障害者等が，利用決定期間内において，移動支援事業等を行う事業者（以下

「移動支援事業者等」という。）から移動支援事業等により提供されるサービスを受けたときは，当該利

用決定障害者等に対し，当該利用決定障害者等が受けたサービス（支給量の範囲内のものに限る。以下

「助成対象サービス」という。）に要した費用（食事の提供に要する費用，滞在に要する費用その他の日

常生活に要する費用又は創作的活動に要する費用のうち移動支援事業等の種類の区分に応じ別表第１に

規定する費用（以下「特定費用」という。）を除く。）について，助成金を支給する。 

２ 利用決定障害者等は，助成対象サービスを受けるにあたって移動支援事業者等から求められた場合に

は，緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合を除き，移動支援事業者等に利用決定通知書（第５

条第２項の規定による変更決定がなされた場合にあっては，当該変更決定があった旨を通知する通知書）

を提示するものとする。 

３ 助成金の額は，一月につき，第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

（１）同一の月に受けた移動支援事業等により提供されるサービスの種類ごとに助成対象サービスに通常

要する費用（特定費用を除く。）につき，別表第１に規定する基準により算定した費用の額（その額が

現に助成対象サービスに要した費用（特定費用を除く。）の額を超えるときは，当該現に助成対象サー

ビスに要した費用の額。以下「助成対象基準額」という。） 

（２）別表第３に規定する区分に応じた利用者負担上限月額（当該額が前号に掲げる額の１００分の１０

に相当する額を超えるときは，当該相当する額） 



 

（助成金の額の特例） 

第１１条 市長は，災害その他の特別の事情により，利用決定障害者等が移動支援事業等により提供され

るサービスに要する費用を負担することが困難であると認めるときは，前条第３項の規定にかかわらず，

助成対象基準額に，別表第２に定める特別の事情の区分に応じ，同表に定める要綱第１０条第 1 項に掲

げる額から控除する額を除いて算定される額を助成金として支給することができる。 

２ 前項の規定の適用については，別表第２に定めるところによるものとする。 

３ 第１項の規定の適用を受けようとする利用決定障害者等は，別に定めるところにより市長に申請をし

なければならない。 

４ 市長は，前項の申請がなされたときは，当該申請の内容を審査し，第１項の規定の適用の可否を，当

該申請があった日から１４日以内に当該申請をした利用決定障害者等に別に定める書面により通知する

ものとする。ただし，やむを得ない理由がある場合には，当該申請があった日から３０日以内を限度と

して，その期間を延長することができる。 

５ 第１項の規定の適用を受けた利用決定障害者等は，その理由が消滅した場合においては，直ちにその

旨を別に定める書面により市長に申し出なければならない。 

 

（支給方法） 

第１２条 助成金は，利用決定障害者等が指定する金融機関の口座に振り込むことにより支払う。ただし，

市長は，利用決定障害者等の書面による委任の意思表示があるときは，当該利用決定障害者等に支給す

べき助成金を，当該利用決定障害者等の委任を受けた移動支援事業者等（次項において「受任事業者」

という。）に支払うものとする。 

２ 利用決定障害者等又は受任事業者は，当該利用決定障害者等が助成対象サービスを利用した日の属す

る月の翌月１０日までに，市長に助成金の支払いを請求するものとし，市長は，当該請求のあった月の

翌々月の末日までに助成金を支払うものとする。 

３ 前項の規定により受任事業者が行う助成金の支払いの請求は，様式第２１号の請求書を市長に提出し

て行うものとする。 

４ 前項の請求書には，当該請求の内容を記載した様式第２２号の明細書及び助成対象サービスを提供す

る事業の種類の区分に応じ，次の表に定める実績記録票を添付するものとし，その様式はそれぞれ次の

表に定めるところによる。なお，日中一時支援事業において原則１：１以上の職員配置により助成対象

サービスを提供した場合には，様式第２８号の利用者名簿を添付するものとする。 

移動支援事業等により提供 

されるサービスの種類の区分 
実 績 記 録 票 の 区 分 

移動支援事業 仙台市地域生活支援事業サービス提供実績記録票（移動支援） 様式第２３号 

移動支援（大学修学支援）事業 仙台市地域生活支援事業サービス提供実績記録票（移動支援（大学修学支援）） 様式第２４号 

訪問入浴サービス事業 仙台市地域生活支援事業サービス提供実績記録票（訪問入浴） 様式第２５号 

日中一時支援事業 仙台市地域生活支援事業サービス提供実績記録票（日中一時支援） 様式第２６号 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，助成金の交付に関し必要な事項は，健康福祉局長が別に定める。 

 

 

附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は，平成１８年１０月１日から実施する。 

（訪問入浴サービス事業実施要綱の廃止） 

２ 仙台市訪問入浴サービス事業実施要綱（平成１２年４月１日健康福祉局長決裁）は，廃止する。 



 （経過措置） 

３ この要綱の実施の日の前日において現に次の各号に掲げる決定を受けていた者で，この要綱の実施の

日以後に移動支援事業者等との契約により移動支援事業等を利用するものについては，この要綱の実施

の日において，当該受けていた決定の区分に応じ，次の各号に規定する移動支援事業等に係る第３条第

１項に規定する利用決定を受けた者とみなす。この場合において，その者が受けたとみなされる利用決

定の有効期間は，第４条の規定にかかわらず，その者が第１号から第４号までに掲げる決定を受けてい

た者である場合にあっては,この要綱の実施の日から当該日が属する月の末日までの期間と１月間から

１７月間の間で月を単位として利用決定障害者等ごとに定める期間を合算して得た期間内に限り，その

者が第５号に掲げる決定を受けていた者である場合にあっては，この要綱の実施の日から平成１９年３

月３１日までの間に限り,その効力を有するものとする。 

 （１）法附則第８条第１項第５号に規定する外出介護に係る法第１９条第１項の規定による支給決定  

移動支援事業 

（２）この要綱による廃止前の仙台市訪問入浴サービス事業実施要綱第６条第２項の規定によるサービ

スの提供を認める決定  訪問入浴サービス事業 

（３）法第５条第８項に規定する短期入所に係る法第１９条第１項の規定による支給決定  日中一時

支援事業 

（４）法第５条第２項に規定する居宅介護に係る法第１９条第１項の規定による支給決定  生活サポ

ート事業 

（５）法附則第８条第１項第６号に規定する障害者デイサービスに係る法第１９条第１項に規定する支

給決定  経過的デイサービス事業 

 （東日本大震災の被災者等に関する特例） 

４ 東日本大震災その他市長が認める災害によって被害を受けたことにより別表第２の規定の適用を受け

る者に対する同表の規定の適用については，同表中「100 分の 10」とあるのは「100 分の 5」と，「12

月の間に」とあるのは「25 月の間に」とする。 

 

附 則（平成１９年４月１日改正） 

 （実施期日） 

１ この改正は，平成１９年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この改正の実施の日以前に改正前のこの要綱第２条第９号に規定する経過的デイサービス事業（以下

「経過的デイサービス事業」という。）に係る利用決定を受けた者（改正前のこの要綱に基づき平成１８

年１０月１日に経過的デイサービス事業に係る利用決定を受けた者とみなされた者を含む。以下「経過

的デイサービス利用決定障害者」という。）は，この改正の実施の日に改正後のこの要綱第２条第９号に

規定する旧経過的デイサービス事業に係る利用決定を受けた者とみなす。この場合において，その者が

受けたとみなされる利用決定の有効期間は，第４条の規定にかかわらず，この改正の実施の日から平成

１９年７月３１日までの間に限り，その効力を有するものとする。 

３ この改正の実施の日前に，現に経過的デイサービス事業により提供されるサービスの提供を受けた経

過的デイサービス利用決定障害者に対する助成金の支給については，なお従前の例による。 

４ この改正の実施の日前になされた申請，通知その他の手続きは，それぞれこの改正後のこの要綱の相

当規定によりなされたものとみなす。 

 

附 則（平成１９年７月１日改正） 

 この改正は，平成１９年７月１日から実施する。 

 

附 則（平成２０年３月３１日改正） 

 この改正は，平成２０年４月１日から実施する。 

 



附 則（平成２１年７月２４日改正） 

 この改正は，平成２１年９月１日から実施する。 

 

附 則（平成２２年４月１日改正） 

 この改正は，平成２２年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成２４年３月１日改正） 

 この改正は，平成２４年３月１日から実施する。 

 

附 則（平成２４年３月２６日改正） 

 この改正は，平成２４年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成２４年４月１日改正） 

（実施期日） 

１ この改正は，平成２４年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１０条，第１１条，附則第４項及び別表第２の規定は，この要綱の実施の日以後に受けた

移動支援事業等に係る助成金について適用し，同日前に受けた移動支援事業等に係る助成金については，

なお従前の例による。 

 

附 則（平成２４年９月２８日改正) 

この改正は，平成２４年１０月１日から実施する。 

 

附 則（平成２５年３月２１日改正) 

この改正は，平成２５年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成２５年６月２８日改正) 

この改正は，平成２５年６月２８日から実施し，平成２５年４月１日から適用する。ただし，別表第１

の改正規定は，平成２５年８月１日から実施する。 

 

附 則（平成２６年３月５日改正) 

この改正は，平成２６年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成２６年４月１日改正) 

この改正は，平成２６年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成２７年１０月１日改正) 

この改正は，平成２７年１０月１日から実施する。 

 

附 則（平成２８年３月１５日改正) 

この改正は，平成２８年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成３０年１月２０日改正) 

この改正は，平成３０年１月２９日から実施する。 

 

  附 則（平成３０年７月１日改正） 

この改正は，平成３０年８月１日から実施する。 



 

  附 則（平成３０年８月３０日改正） 

この改正は，平成３０年９月１日から実施する。 

 

  附 則（平成３１年３月１８日改正） 

この改正は，平成３１年４月１日から実施する。 

 

  附 則（令和２年６月３０日改正） 

この改正は，令和２年７月１日から実施する。 

 

   附 則（令和２年９月２５日改正） 

この改正は，令和２年１０月１日から実施する。 

 

   附 則（令和２年１１月１３日改正） 

この改正は，令和２年１１月１６日から実施する。 

 

   附 則（令和３年４月１日改正） 

この改正は，令和３年４月１日から実施する。 

 

   附 則（令和３年７月１日改正） 

この改正は，令和３年７月１日から実施する。 

 

   附 則（令和４年３月２９日改正） 

この改正は，令和４年４月１日から実施する。 

 

  附 則（令和４年１２月８日改正） 

この改正は，令和４年１２月１５日から実施する。 

 

  附 則（令和５年３月１５日改正） 

この改正は，令和５年４月１日から実施する。 

 

 附 則（令和６年４月１日改正） 

この改正は，令和６年４月１日から実施する。 

 

別表第１（第２条，第３条，第１０条関係） 

第１ 移動支援事業 

１ 対象者 

（１）移動支援事業の対象者は，次に掲げるいずれかに該当する者であって，次項第１号に規定する内容

の支援が必要であると市長が認めるものとする。 

イ 身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第１５条第４項に規定する身体障害者手帳の交

付を受けた者のうち、身体障害者福祉法施行規則(昭和２５年厚生省令第１５号)別表第５号に規定

する級別が肢体不自由の１級であって両上肢及び両下肢の機能の障害を有する障害者（以下「全身

性障害者」という。）若しくは障害児又は移動に際し，その者の障害の状態に照らし，これらの者

と同等の支援が必要であると市長が認める障害者若しくは障害児 

ロ 知的障害により療育手帳の交付を受けた障害者若しくは障害児又は移動に際し，発達障害等その

者の障害の状態に照らし，これらの者と同等の支援が必要であると市長が認める障害者若しくは障

害児 



ハ 精神障害により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた障害者若しくは障害児若しくは法第５

２条に規定する支給認定（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成１８年政令第１０号。以下「令」という。）第１条の２第３号に規定する精神通院医療に係

るものに限る。）に係る障害者若しくは障害児若しくは国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）

第１５条に規定する障害基礎年金の受給権者のうち精神障害を支給事由とする者（以下「精神障害

を支給事由とする障害基礎年金受給権者」という。）若しくは特定障害者に対する特別障害給付金

の支給に関する法律（平成１６年法律第１６６号）第２条に規定する特定障害者として同法第３条

の規定により特別障害給付金を受給している者のうち精神障害を支給事由とする者（以下「精神障

害を支給事由とする特定障害給付金受給者」という。）又は移動に際し，その者の障害の状態に照

らし，これらの者と同等の支援が必要であると市長が認める障害者若しくは障害児 

（２）前号の規定により移動支援事業の対象となる者が次に掲げるいずれかに該当する者である場合は，

前号の規定にかかわらず，その者は，原則として，移動支援事業の対象としないものとする。 

イ 法第５条第３項に規定する重度訪問介護，法第５条第４項に規定する同行援護，法第５条第５項

に規定する行動援護又は法第５条第９項に規定する重度障害者等包括支援に係る法第１９条第１

項に規定する支給決定を受けている者 

ロ 医療機関に入院している者 

ハ 入所施設に入所している者(外泊その他一時的に施設外で生活しており，施設入所に係る報酬が

全く算定されない期間中を除く。) 

ニ その他移動支援事業を利用することが適切ではないと市長が認める者 

２ 事業の内容 

（１）移動支援事業は，対象者が外出（通勤，営業活動その他の経済活動に係る外出，通学，通所その他

の通年かつ長期にわたる外出，通院のための外出及び社会通念上適当でないと市長が認める外出を除

く。）をする場合において，移動支援事業を行う事業者（以下「移動支援事業者」という。）がその従

業者を対象者の居宅等へ派遣し，当該対象者の外出を支援するために必要な移動中の介護を行うもの

とする。 

（２）移動支援事業に係る助成対象サービスは，その利用を開始した日のうちに利用を終えるものとする。 

（３）対象者の身体の状況により１人の従業者では適切な介護が困難と認められる場合，対象者が暴力行

為，器物破損行為等に及ぶおそれがあると認められる場合その他複数の従業者による介護が必要であ

ると認められる場合には，移動支援事業者は，当該対象者の移動中の介護を２人の従業者により行う

ことができるものとする。 

（４）移動支援事業に係る第３条第７項の支給量は，１月間を通じた実利用時間が５０時間までの範囲内

で定めるものとする。 

  （５）対象者を介護する家族等の病気，出産等により一時的に家族等による外出の際の介護を受けること

ができないと認められる場合その他市長がやむを得ないと認める場合には，前号の規定にかかわら

ず，市長は，期限を定めて月５０時間を超える支給量の決定を行うことができるものとする。この場

合において，月５０時間を超える支給量の決定を求める対象者は，あらかじめ，対象者を介護する家

族等の診断書その他の資料により，５０時間を超える支給量の決定を受けることが必要な期間を明示

して，市長と協議するものとする。 

（６）利用決定障害者等の１月間を通じた実利用時間を算定する場合において，当該利用決定に係る障害

者又は障害児が当該月において第３号の規定による２人の従業者による移動支援を受けたときは，当

該２人の従業者により移動支援を受けた時間については，これを２で除して得た時間を利用時間と

し，１月間を通じた実利用時間数を算定するものとする。 

（７）対象者が移動中の介護を受けるために，移動支援事業者からその従業者の派遣を受けることができ

る時間帯には制限を設けないものとする。 

３ 身体介護の要否の区分の決定 

  （１）市長は，移動支援事業に係る利用決定を行うときは，当該利用決定に係る障害者又は障害児が移動

支援事業に係る助成対象サービスを受ける場合に身体介護を伴うサービスを受けることの要否の区



分の決定を行い，当該決定の内容を当該利用決定障害者等に通知するものとする。 

  （２）前号の要否の区分の決定は，次に掲げるところにより行うものとする。 

    イ 利用決定に係る者が，当該利用決定に係る者の第３条第４項に規定する申請に際して行った第３

条第６項に規定する調査（以下「勘案事項調査」という。）において，歩行，移動，排泄，食事等

につき直接身体に触れる介助が必要であり，又は行動障害があるために常時見守る必要があると認

められる状態にあり，かつ，当該利用決定に係る者の介護を行う者の状況等により移動支援事業に

係る助成対象サービスを提供する際に身体介護が必要と認められる者である場合は「身体介護あ

り」と決定し，それ以外の者である場合は「身体介護なし」と決定する。 

４ 通常要する費用の算定基準 

第１０条第３項の規定により算定する移動支援事業に係る助成対象サービスに通常要する費用の額は，

次の表により算定する単位数をＡ，当該移動支援事業を行う事業所の所在地につき厚生労働大臣が定める

一単位の単価（平成１８年厚生労働省告示第５３９号。以下「厚生労働省告示」という。）第２号の表を

適用した場合における地域区分に応じ，厚生労働省告示第１号の表に掲げる居宅介護に係る割合をＢとし

た場合において，次の算式により得られる額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切

り捨てた額）とする。 

 

（算式） Ａ×１０×Ｂ 

   利用時間 

身体 

介護に係る 

利用決定の内容 

２０分以上 

３０分以下 

３０分超 

１時間以下 

１時間超１

時間３０分

以下 

１時間３０

分超２時間

以下 

２時間超２

時間３０分

以下 

２時間３０

分超３時間

以下 

身体介護あり ２５５単位 ４０２単位 ５８４単位 ６６６単位 ７５０単位 ８３３単位 

身体介護なし １０５単位 １９６単位 ２７４単位 ３４３単位 ４１２単位 ４８１単位 

備考 

１ 利用決定障害者等に対して移動支援事業に係る助成対象サービスを行った場合に，第３項の規定により決定し

た当該利用決定障害者等の身体介護に係る利用決定の内容の区分及び当該利用決定障害者等の移動支援事業に

係る助成対象サービスの利用時間の区分に応じ，それぞれ所定単位数を算定する。 

２ 移動支援事業者が，同時に２人の従業者を派遣して，１人の利用決定障害者等に対して移動支援事業に係る助

成対象サービスを行った場合には，当該２人の従業者により移動支援事業に係る助成対象サービスを受けた時間

につき，所定単位数に２を乗じて得た数を単位数として算定するものとする。 

３ 利用時間が３時間を超える場合の単位数の算定は，身体介護ありの項及び身体介護なしの項のそれぞれの２時

間３０分超３時間以下の欄に規定する単位数に，身体介護ありの場合，３０分増すごとに８３単位，身体介護な

しの場合，３０分増すごとに６９単位を加算して算定するものとする。 

４ 移動支援事業に係る助成対象サービスの利用開始時間が夜間（午後６時から午後１０時までの時間をいう。以

下同じ。）又は早朝（午前６時から午前８時までの時間をいう。以下同じ。）である場合にあっては，１回につき

所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を所定単位数に加算し，移動支援事業に係る助成対象サービスの

利用開始時間が深夜（午後１０時から午前６時までの時間をいう。以下同じ。）である場合にあっては，１回につ

き所定単位数の１００分の５０に相当する単位数を所定単位数に加算するものとする。この場合において，加算

後の単位数に１単位未満の端数があるときは，その端数を四捨五入して単位数を算定するものとする。 

 

第２ 移動支援（大学修学支援）事業 

１ 対象者 

  移動支援（大学修学支援）事業の対象者は，次に掲げるいずれにも該当する者とする。 

 （１）重度訪問介護対象者 

 （２）入学後に停学その他の処分を受けていない者 

 （３）学習の意欲があり，適切に単位を修得する者（ただし，入学後に病気や留学等のやむを得ないと認

められる特別な事由がある場合を除く。） 

２ 事業の内容 

（１）移動支援（大学修学支援）事業は，対象者が，学校教育法（昭和 22年法律第 26号）に基づく大学

等（大学（大学院及び短期大学も含む。）、高等専門学校、専修学校及び各種学校。以下「大学等」と

いう。）において修学するにあたり，大学等が当該対象者の修学に係る支援体制を構築できるまでの



間において，大学等への通学中及び大学等の敷地内における身体介護等を提供するものとする。 

（２）移動支援（大学修学支援）事業に係る第３条第７項の支給量は，１月間を通じて１３０時間までの

範囲内で定めるものとする。 

（３）移動支援（大学修学支援）事業における利用決定の有効期間については，第４条の規定のとおり

とし，利用更新は行わないものとする。ただし，市長がやむを得ないと認める場合には，この

限りではない。  

 ３ 申請書類 

   移動支援（大学修学支援）事業の申請については，第３条第４項の規定による申請書に加え，次の各号

に掲げる書類を市長に提出するものとする。 

（１）対象者が大学等に在籍している又は入学予定であることが分かる書類 

（２）大学等において，障害のある学生の支援について協議・検討や意思決定等を行う委員会及び障害の

ある学生の支援業務を行う部署・相談窓口が設置されていることが分かる書類 

（３）対象者の現在の状況，本事業の利用を希望する理由，対象者の支援体制構築に向けた計画，支

援体制の構築が完了する時期（利用予定日から１年以内であること。）等を記載した，大学等にお

ける対象者の支援体制の構築に向けた計画書 

（４）必要な支給量が分かる書類（週間計画等） 

 ４ 通常要する費用の算定基準 

   第１０条第３項の規定により算定する移動支援（大学修学支援）事業に係る助成対象サービスに通常要

する費用の額は，次の表のとおりとする。 

 

所要時間 費用額 

３０分ごと １，１３５円 

 

第３ 訪問入浴サービス事業 

１ 対象者 

訪問入浴サービス事業の対象者は，次に掲げるいずれかに該当する者とする。 

（１）１８歳以上の在宅の障害者であって，次のいずれにも該当するもの 

イ 介護保険法第８条第３項に規定する訪問入浴介護の対象とはならない者 

ロ 障害の等級が１級又は２級である身体障害者手帳の交付を受けた者又はこれらの者と同程度の

身体状況にあると認められる者 

ハ 歩行が困難であり，かつ，移送に耐えられない等の事情があると認められる者 

ニ 入浴可能であるとの医師の意見書を提出した者 

（２）前号のロ，ハ及びニのいずれにも該当する在宅の障害児であって，障害者と同等の体格である等の

理由により居宅介護その他のサービスを利用しての入浴が困難なもの 

  （３）障害者支援施設に入所し，又は医療機関に入院している障害者若しくは障害児であって，外泊時に

訪問入浴サービス事業を利用することが必要であると市長が認めるもの 

２ 事業の内容 

（１）訪問入浴サービス事業は，利用者の家庭を訪問し，訪問入浴車の設備により，次に掲げるサービス

を提供するものとする。 

イ 洗髪，洗体及び洗顔 

ロ 衣類の着脱に関する介助 

ハ 入浴及び清拭に関する指導 

    ニ その他入浴及び清拭の実施に必要なサービス 

（２）訪問入浴サービス事業に係る第３条第７項の支給量は，１月間を通じて９回までの範囲内で定める

ものとする。ただし，１月間を通じて７回を超えた分の支給量の合計が，年度を通じて８回以内とな

る範囲とする。 



（３）利用者の身体の状況等により全身浴に代えて清拭又は部分浴を行ったときであっても，これを１回

として算定する。 

３ 通常要する費用の算定基準 

第１０条第３項の規定により算定する訪問入浴サービス事業に係る助成対象サービスに通常要する費

用の額は，利用決定障害者等に提供する助成対象サービスの種類の区分に応じ，次の表により算定する単

位数をＡ，当該訪問入浴サービス事業を行う事業所の所在地につき厚生労働省告示第２号の表を適用した

場合における地域区分に応じ，厚生労働省告示第１号の表に掲げる居宅介護に係る割合をＢとした場合に

おいて，次の算式により得られる額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた

額）とする。 

 

（算式） Ａ×１０×Ｂ 

助成対象サービスの種類の区分 単 位 数 

全  身  浴 １，２６０単位 

部分浴又は清拭 １，１３４単位 

 

第４ 日中一時支援事業 

１ 対象者 

日中一時支援事業の対象者は，次に掲げるいずれかに該当する者とする。 

（１）知的障害により療育手帳の交付を受けた障害者若しくは障害児又は発達障害等その者の障害の状態

に照らし，これらの者と同等の支援が必要であると市長が認める障害者若しくは障害児 

（２）精神障害により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた障害者若しくは障害児若しくは法第５２条

に規定する支給認定（令第１条の２第３号に規定する精神通院医療に係るものに限る。）に係る障害

者若しくは障害児若しくは精神障害を支給事由とする障害基礎年金受給権者若しくは精神障害を支

給事由とする特定障害給付金受給者又はその者の障害の状態に照らし，これらの者と同等の支援が必

要であると市長が認める障害者若しくは障害児 

  （３）身体障害者手帳の交付を受けた障害者若しくは障害児又はその者の障害の状態に照らし，これらの

者と同等の支援が必要であると市長が認める障害者若しくは障害児 

２ 事業の内容 

（１）日中一時支援事業は，対象者を日常的に介護している家族が，疾病，冠婚葬祭，看護，学校等の公

的行事への参加，レジャー，旅行又は休息等の理由により対象者を介護できない場合において，宿泊

を伴わない一時的な介護，見守り等の支援を，日中一時支援を行う事業者（以下「日中一時支援事業

者」という。）が運営する事業所（以下「日中一時支援事業所」という。）において行うものとする。 

（２）日中一時支援事業に係る第３条第７項の支給量は，１月間を通じて５６時間までの範囲内で定める

ものとする。ただし，対象者の家族等の疾病，出産等により，相当期間にわたり，家族が対象者を介

護できないと認められる場合その他市長がやむを得ないと認める場合には，市長は，対象者の申し出

により，期限を定めて月５６時間を超える支給量の決定を行うことができるものとする。 

３ 障害の程度及び状態の区分の決定 

  （１）市長は，日中一時支援事業に係る利用決定を行うときは，当該利用決定に係る障害者又は障害児の

障害の程度及び状態の区分の決定を行い，当該決定の内容を当該利用決定障害者等に通知するものと

する。 

  （２）前号の障害の程度及び状態の区分の決定は，次に掲げるところにより行うものとする。 

イ 当該利用決定に係る障害者又は障害児が重症心身障害者又は重症心身障害児（知的障害により

療育手帳Ａの交付を受け，かつ，肢体不自由により障害の等級が１級又は２級の身体障害者手帳

の交付を受けた者をいう。以下この項において同じ。）であるときは，「重症心身障害」と決定す

る。 

ロ 当該利用決定に係る障害者又は障害児が，重症心身障害者又は重症心身障害児でないときは，



当該障害者又は障害児の障害の程度及び状態の区分の決定は，次に掲げるところにより行うもの

とする。 

ａ 当該利用決定に係る障害者又は障害児の障害の程度が，当該障害者又は障害児につき勘案事

項調査を区分判定票（様式第２７号）を使用して行った場合に，区分判定票における移動，食

事，排泄若しくは入浴の項目のうち３以上の項目について全介助と判定され，若しくは行動障

害の項目について著しいと判定される程度又はこれに準ずると認められる程度であるときは，

「区分３」と決定する。 

ｂ 当該利用決定に係る障害者又は障害児の障害の程度が，当該障害者又は障害児につき勘案事

項調査を区分判定票を使用して行った場合に，区分判定票における移動，食事，排泄若しくは

入浴の項目のうち３以上の項目について全介助若しくは一部介助と判定され，若しくは行動障

害の項目についてありと判定される程度又はこれに準ずると認められる程度であるときは，「区

分２」と決定する。 

ｃ 当該利用決定に係る障害者又は障害児の障害の程度が，「区分２」又は「区分３」と決定され

る程度に該当しないときは，「区分１」と決定する。 

 ４ 特定費用 

   日中一時支援事業に係る第１０条第１項に規定する特定費用は，次の各号に掲げる費用とする。 

（１）食事の提供に要する費用 

（２）光熱水費 

（３）日用品費 

（４）その他日中一時支援事業において提供される便宜に要する費用のうち，日常生活においても通常必

要となるものに係る費用であって，その利用者に負担させることが適当であると認められるもの 

５ 通常要する費用の算定基準 

第１０条第３項の規定により算定する日中一時支援事業に係る助成対象サービスに通常要する費用の

額は，次の表により算定する単位数をＡ，当該日中一時支援事業を行う事業所の所在地につき厚生労働省

告示第２号の表を適用した場合における地域区分に応じ，厚生労働省告示第１号の表に掲げる短期入所に

係る割合をＢとした場合において，次の算式により得られる額（その額に１円未満の端数があるときは，

その端数金額を切り捨てた額）とする。 

 

（算式） Ａ×１０×Ｂ 

利用時間 

利用決定に係る 

障害者又は障害児の障害の程度及び状態 

４時間未満 
４時間以上 

８時間未満 
８時間以上 

重症心身障害 
日中一時支援事業者が医療機関である場合  ６２７単位 １，２５３単位 １，８８０単位 

日中一時支援事業者が医療機関でない場合 ２０９単位 ４１８単位  ６２６単位 

区   分   １ 

（日中一時支援事業所が看護師を配置している場合） 
１７５単位 ３５０単位 ５２５単位 

区   分   ２ 

（日中一時支援事業所が看護師を配置している場合） 
２０１単位 ４０２単位 ６０３単位 

区   分   ３ 

（日中一時支援事業所が看護師を配置している場合） 
２５９単位 ５１８単位 ７７７単位 

区   分   １ １２５単位 ２４９単位    ３７４単位 

区   分   ２ １５１単位 ３０１単位    ４５２単位 

区   分   ３ ２０９単位 ４１８単位    ６２６単位 

備考 

１ 利用決定障害者等に対して日中一時支援事業に係る助成対象サービスを行った場合に，第３項の規定により決定

した当該利用決定障害者等の障害の程度及び状態の区分（利用決定障害者等の障害の程度及び状態の区分が重症心

身障害であるときは，さらに当該利用決定障害者等にサービスを提供する日中一時支援事業者が医療機関であるか

否かの区分。また、医療的ケアを必要とする利用決定障害者等を受け入れるにあたり、看護師を配置した場合の区

分。）並びに当該利用決定障害者等の日中一時支援事業に係る助成対象サービスの利用時間の区分に応じ，それぞれ

所定単位数を算定する。 

２ 助成対象サービスを行う日中一時支援事業者の責任において食事提供のための体制を整えているものとして市長



が認めた日中一時支援事業所において，次に掲げるいずれかの利用決定障害者等に対して食事の提供を行った場合

は，１日につき４８単位を所定単位数に加算する。 

（１）利用決定障害者等及び利用決定障害者等と同一の世帯に属する者（障害者にあっては，その配偶者に限る。）

が助成対象サービスのあった月の属する年度（助成対象サービスのあった月が４月から６月までの場合にあっては

前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市民税（同法第３２８条の規定によって課する

所得割を除く。）を課されない者（仙台市市税条例（昭和４０年仙台市条例第１号）第１１条第１項の規定により

当該市民税を免除された者を含み，当該市民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）で

ある場合における当該利用決定障害者等 

（２）利用決定障害者等及び利用決定障害者等と同一の世帯に属する者（障害者にあっては，その配偶者に限る。）

について助成対象サービスのあった月の属する年度（助成対象サービスのあった月が４月から６月までの場合にあ

っては前年度）分の地方税法の規定による市民税の同法２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の

規定によって課する所得割を除く。）の額（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第３８条の２に掲げる規定による控除をされるべき金額があるときは，当

該金額を加算した額とする。）を合算した額が２８万円未満（障害者にあっては，１６万円未満）である利用決定

障害者等 

 ３ 利用決定障害者等に対して，その居宅等と日中一時支援事業所等との間の送迎を行った場合に，片道につき１８ 

６単位を所定単位数に加算する。 

 ４ 利用決定障害者等のうち重度の障害児者等に対して適切な支援を実施することを確保するため，原則１：１以上 

の職員配置により助成対象サービスを提供した場合に，１日につき３００単位を所定単位数に加算する。 

 ５ 助成対象サービスを行う日中一時支援事業所のうち，障害者支援施設等の入所施設等以外の事業所（職員配置の 

負担が重い）においてサービスを提供した場合に，１日につき３２０単位を所定単位数に加算する。 

 
 

 

 

 



別表第２（第１１条関係） 

特別の事情の区分 支 給 の 特 例 の 範 囲 

要綱第 10

条第 1 項に

掲げる額か

ら控除する

額 

申請期限 
摘    

要 

利用決定障害者等

又はその属する世

帯の生計を主とし

て維持する者（以

下「生計維持者」

という。）が，震災，

風水害，火災その

他これらに類する

災害により，住宅，

家財又はその財産

について著しい損

害を受けた場合 

災害（地方税法第313条第10項に規定する災害をいう。以下同じ。）

により利用決定障害者等又は生計維持者の所有に係る住宅，家財

若しくはその他財産について受けた損害の金額（保険金，損害賠

償金等により補てんされるべき金額を除く。）のその住宅，家財若

しくはその他の財産の価格に対する割合(以下「損害割合」とい

う。)が次の各号のいずれかに該当する者 

（１）損害割合が 10分の５以上であること 

 

（２）損害割合が 10分の３以上 10分の５未満であること 

 

 

 

 

 

 

零 

 

別表第３に

規定する区

分に応じた

利用者負担

上限月額の

100 分の 50

に相当する

額（当該額

が第 10 条

第 3 項第 1

号により算

定した費用

の額の 100

分の 10 に

相当する額

を超えると

きは，当該

相 当 す る

額） 

災害を受けた

日から起算し

て３月を経過

した日。ただ

し，当該期限

までに申請す

ることができ

ないやむを得

ない理由があ

る場合はこの

限りでない。 

災害を受け

た日が属す

る月から 12

月の間に受

けた助成対

象サービス

に係る助成

金の額につ

いて適用す

る。 

生計維持者が死亡

し，若しくは心身

に重大な障害を受

け，若しくは長期

間入院したことに

より，その者の収

入が著しく減少し

た場合又はその者

の収入が，事業又

は業務の休廃止，

事業における著し

い損失，失業等に

より著しく減少し

た場合 

当該特別の事情に該当することにより収入が著しく減少した生計

維持者の世帯に属する利用決定障害者等（当該利用決定障害者等

が生計維持者である場合を含む。以下同じ。）のうち，当該生計維

持者に係る当該事情が生じた日が属する月から 12 月の間の見積

所得金額（合算所得金額(地方税法第 292条第１項第 13号に規定

する合計所得金額から退職所得金額を控除した額をいう。以下同

じ。)の見込額，雇用保険法(昭和 49年法律第 116号)に基づく給

付その他これに類する給付について給与収入とみなして算定した

額，障害年金，遺族年金その他これらに類する給付について所得

税法（昭和 40年法律第 33号）第 35条第４項に規定する公的年金

等控除額に相当する額を控除した額及び退職手当等の収入に２分

の１を乗じて得た額の合算額をいう。以下同じ。）の前年（１月か

ら５月までの間に減免の申請をする場合にあっては前々年。以下

同じ。）中の合算所得金額に対する割合（以下「見積所得割合」と

いう。）が２分の１以下であるもので，当該事情が生じた日以後の

当該世帯の収入見込金額が世帯の状況等を勘案して別に定める金

額以下となるもの 

零又は別表

第３に規定

する区分に

応じた利用

者負担上限

月額の 100

分の 50 に

相当する額

（当該額が

第10条第3

項第 1 号に

より算定し

た費用の額

の 100分の

10 に相当

する額を超

え る と き

は，当該相

当する額） 

当該事情が生

じた日から起

算して30日を

経過した日。

ただし，当該

期限までに申

請することが

できないやむ

を得ない理由

がある場合は

この限りでな

い。 

申請日が属

する月から

６月の間の

うち必要と

認める期間

(当該事情

が生計維持

者の死亡で

ある場合に

あっては６

月 )に受け

た助成対象

サービスに

係る助成金

の額につい

て 適 用 す

る。 

生計維持者の収入

が，干ばつ，冷害，

凍霜害等による農

作物の不作，不漁

その他これに類す

る理由により著し

く減少した場合 

干ばつ，冷害，凍霜害等（以下「干ばつ等」という。）により，農

作物に被害を受けた生計維持者の世帯に属する利用決定障害者等

のうち，当該生計維持者の前年中の合算所得金額（農業所得以外

の所得が 400 万円を超えるものを除く。以下この項において同

じ。）及び見積減収割合（農作物の減収による損失額の合計額（農

作物の減収価額から農業災害補償法(昭和22年法律第185号)によ

って支払われるべき農作物共済金額を控除した金額をいう。）の平

年における当該農作物による収入額の合計額に対する割合をい

 

 

 

 

 

 

 

 

干ばつ等の被

害を受けた日

から起算して

３月を経過し

た日。ただし，

当該期限まで

に申請するこ

とができない

干ばつ等の

被害を受け

た日が属す

る月から 12

月の間に受

けた助成対

象サービス

に係る助成



う。以下同じ。）が次の各号のいずれかに該当するもの 

（１）合算所得金額が 125万円以下であり，かつ，見積減収割合

が 10分の３以上であること 

 

（２）合算所得金額が 125万円を超え 250万円以下であり，かつ，

見積減収割合が 10分の５以上であること 

 

（３）合算所得金額が 125万円を超え 250万円以下であり，かつ，

見積減収割合が 10分の３以上 10分の５未満であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）合算所得金額が 250万円を超え 500万円以下であり，かつ，

見積減収割合が 10分の５以上であること 

 

零 

 

 

零 

 

 

別表第３に

規定する区

分に応じた

利用者負担

上限月額の

100 分の 50

に相当する

額（当該額

が第 10 条

第 3 項第 1

号により算

定した費用

の額の 100

分の 10 に

相当する額

を超えると

きは，当該

相 当 す る

額） 

 

別表第３に

規定する区

分に応じた

利用者負担

上限月額の

100 分の 50

に相当する

額（当該額

が第 10 条

第 3 項第 1

号により算

定した費用

の額の 100

分の 10 に

相当する額

を超えると

きは，当該

相 当 す る

額） 

やむを得ない

理由がある場

合はこの限り

でない。 

金の額につ

いて適用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第３（第１０条関係） 

区分 世帯の収入状況 利用者負担上限月額 世帯の範囲 

生活保護 生活保護受給世帯（助成対象サービスのあった月

において，被保護者（生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者

をいう。）である場合における当該利用決定障害

者等） 

０円 利用決定障害者等及び当該利用決定障害者等

と同一の世帯に属する者 

低所得 市民税非課税世帯（助成対象サービス等のあった

月の属する年度（助成対象サービス等のあった月

が４月から６月までの場合にあっては，前年度）

分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号の規定

による市民税（同法第３２８条の規定によって課

する所得割を除く。以下同じ。）を課されない者

（当該市民税の賦課期日において同法の施行地

に住所を有しない者を除き，仙台市市税条例（昭

和４０年仙台市条例第１号）第１１条第１項の規

定により市税を免除された者を含む。）である場

合における当該利用決定障害者等） 

０円 利用決定障害者等及び当該利用決定障害者等

と同一の世帯に属する者（障害者にあっては，

その配偶者に限る。） 

一般 市民税課税世帯 ３７，２００円 

 

 


